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平成２７年度市長施政方針 

 

Ⅰ 所 信 

平成２６年度第４回出雲市議会定例会の開会にあたり、市

政に関する私の所信を表明するとともに、新年度の主要施策

と主要事業について申し述べ、議員並びに市民の皆様のご理

解とご協力を賜りたいと存じます。 
初めに、本市は平成１７年の合併から１０周年を迎え、３

月１４日に出雲市民会館において記念式典を開催いたします。

これまで合併後の本市の一体感の醸成、各地域の特性を生か

したまちづくりにご尽力いただきました皆様に、厚くお礼を

申しあげます。 
この１０年間は、総合振興計画に沿って各種事業に計画的

に取り組み、本市の更なる発展への基盤づくりを進めること

ができました。また、出雲
い ず も

大社
おおやしろ

の平成の大遷宮や、高円宮家

の典子様と千家国麿様のご結婚を契機として、縁結びの地「出

雲」への注目度が高まり、全国から多くの観光客をお迎えす

ることができました。 
ここで今一度、私のまちづくりの原点である「大好き☆出

雲！」の精神に立ち返り、子どもから高齢者まで、すべての
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世代が豊かさを実感でき、故郷
ふるさと

を誇りに思えるよう、出雲の

真のブランド化を推し進めたいと、決意を新たにしたところ

であります。 
さて、昨年５月に日本創成会議が公表した、いわゆる「消

滅自治体リスト」がきっかけとなり、地方の人口減少問題へ

の関心が急速に高まり、まち・ひと・しごと創生法など地方

創生関連２法の成立につながりました。 
これに基づき国が昨年末に決定した総合戦略では、「地方に

おける安定した雇用の創出」、「地方への新しいひとの流れを

つくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、

「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る」の４つ

が目標として掲げられています。 
今後、これらに対応した出雲市総合戦略を策定し、人口減

少問題の克服、地域の成長力の増進に努めてまいります。 
本市では、平成２４年度に策定した出雲未来図において「雇

用創出２，０００人」、「定住人口キープ１７万人」、「交流人

口１，０００万人」、「住みやすさＮｏ．１」を目標に掲げた

取組を進めており、これらが出雲市総合戦略の基本になると

考えております。 
本市は、豊かな自然と歴史、優良な農地と多くの漁港、製

造業や医療・福祉施設の集積、県内一の観光地を有し、全国

的な知名度も高い地域であります。また、３世代同居や子ど
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もの見守り活動など、子どもから高齢者までが関わり合い、

支え合いながら暮らし、家族や地域の絆が大切にされています。 
これら出雲の良さを生かした総合的な定住施策に取り組み、

都市からの人の流れを引き寄せ、定住の地として選ばれる出

雲市をめざしてまいります。 
併せて、本市の厳しい財政状況を改善し、次世代に高負担

を強いることのない安定的な財政運営を行うため、集中的な

行財政改革を引き続き進めてまいります。 
続いて、これら新年度の市政運営の重点項目となる総合的

な定住施策と行財政改革についての基本方針を申し述べます。 
 

Ⅱ 定 住 ～選ばれる出雲市をめざして～ 

まず、総合的な定住施策については、次の３つの視点で進

めてまいります。 
第１は、市内外に住む方から本市を定住の地として選んで

いただけるよう、住みやすいまちづくりを進める「住みたい

出雲」の視点であります。交通、医療、教育、買い物などの

優れた本市の生活環境を生かしながら、特に若い夫婦世帯か

ら関心の高い、住まい、出産、子育て、教育分野の充実を図っ

てまいります。 
第２は、元気な地域、元気な産業を育てる「住んで良かっ

た出雲」の視点であります。地域の絆、支え合いによる地域
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の活力維持、安全・安心の確保や産業振興による雇用創出な

どの事業への支援を行ってまいります。 
第３は、本市の好感度、イメージの更なる向上のため、出

雲の魅力を全国へＰＲする「出雲シティセールス」の視点で

あります。既に実施している縁結び、産業や観光などの情報

発信に加え、新年度からは、出雲の歴史・文化遺産をテーマ

にした情報発信にも取り組んでまいります。 
 

Ⅲ 行財政改革の推進 

次に、行財政改革の推進についてであります。 

平成２６年度は集中改革期間の１年目として、事務事業や

補助金・負担金等の見直し、使用料・手数料の見直し及び公

共施設のあり方について重点的に検討を行いました。 

２年目となる新年度は、事務事業や補助金・負担金につい

て順次、廃止、縮小するなど具体に見直してまいります。 

使用料・手数料については、本年４月から市役所窓口の証

明等手数料と温浴施設の使用料の改定を行い、その他施設の

使用料については、今回提案する条例改正案のとおり本年

１０月からの改定を予定しています。 

また、公共施設のあり方については、第１次見直し対象で

ある２０３施設の今後の方針を今議会に報告し、見直しを行

う施設については、地域協議会や関係者などに説明しながら、



 

- 5 - 
 

統廃合や譲渡等を進めてまいります。 

以上、新年度の市政運営の重点項目について述べました。

これら定住施策や行財政改革を進めるにあたっては、市民の

皆様のご意見をよくお聞きするとともに、情報をしっかりと

お伝えすることが重要であり、私の市政運営の基本である「開

かれた市政の推進」に新年度も取り組んでまいります。 

広聴機能としては、市長ポストやまちづくり懇談会などを

通じて、市民の皆様と意見交換する機会の充実を図ります。 

また、広報機能としては、広報紙や新聞での情報発信のほ

か、若者を含め幅広い世代から市政への関心を持っていただ

くため、ツイッター、フェイスブックなどソーシャルメディ

アの活用を推進します。 

以下、出雲未来図の将来像の実現に向けて、重点的に取り

組む４つの戦略プロジェクトに沿って、新年度の主要施策・

主要事業をご説明申しあげます。 

 

Ⅳ 主要施策・主要事業 

１．雇用創出２，０００人プロジェクト 

第１に、産業振興と多様な就業機会の確保に努める「雇用

創出２，０００人プロジェクト」についてであります。 
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  商工業 

商工業については、足腰の強い地域産業の育成を図るため、

製造業や医療機関・福祉施設の集積、県内一の観光地を有す

る本市の特性を生かし、地場企業の人材育成や高度化への支

援、さらに産業創出の促進や創業支援に取り組みます。 

まず、製造業については、機械金属加工を中心に、地場企

業が付加価値の高いものづくりをめざして取り組む、高度技

術者の育成を支援してまいります。 

今後成長が見込まれる医療・介護分野では、企業と教育・

研究機関、金融機関が連携した取組の機会を創出し、市内企

業による新商品・新サービスの開発や提供を促進します。 

ＩＴ産業については、企業の人材確保や育成の支援、異業

種間交流やビジネスマッチングに取り組むとともに、企業連

携による共同受注や共同開発を促進します。 

また、全国的な課題である中小企業の事業承継の円滑化や

創業の促進については、相談体制の強化やセミナーの開催、

創業塾の開講などに取り組みます。 

商店街等の再生・活性化については、空き店舗対策に加え、

事業承継を含む開業予定者にも支援を拡大し、新規出店を促

すとともに、中心商店街で実施される賑わい創出への取組を

支援します。 

企業誘致については、本年７月に完成予定である「（仮称）
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出雲斐川中央工業団地」への早期企業立地に向けて全力で取

り組むとともに、ＩＴ、事務センターなどのソフト産業系業

種の誘致にも取り組みます。また、誘致企業や地場企業の設

備投資による増設などを引き続き支援してまいります。 

シティセールスについては、ＩＴなどを活用して市内の優

れた製品や技術、四季折々の農水産品、豊富な観光資源を効

果的に全国へ情報発信し、販売促進や販路拡大、観光誘客など

を図ってまいります。 

雇用対策については、ジョブ・ステーション出雲や出雲地

区雇用推進協議会を中心に、就職相談、求人情報の提供等を

行うほか、雇用におけるミスマッチを解消し、職場定着につ

なげてまいります。 

  農林水産業 

次に、農林水産業についてであります。 

農林水産業は、その生産活動はもとより、環境の保全、地

域コミュニティの形成といった多面的な機能を有する、本市

の基幹産業であり、更なる振興に努めてまいります。 

農業分野においては、ＴＰＰ交渉や国の農業政策の見直し

などの動きを注視しながら、出雲の農業を守る取組を進めま

す。 

価格の低迷など厳しい状況が続いている米をはじめとする

土地利用型農業については、集落営農組織などの担い手に対し、
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農地中間管理事業等を活用した農地集積や組織の法人化を進

め、担い手不在の地域においては、新たに組織ができるよう

支援してまいります。 

また、飼料用米やそば、特産野菜など、米に偏らない経営

の多角化を進めるほか、日本型直接支払を活用し、地域ぐる

みで農業と農村を守るよう取り組みます。 

特産のぶどうについては、リースハウス事業を引き続き支

援し、生産の維持拡大と後継者の確保を図ります。 

畜産業では、全日本ホルスタイン共進会への出品を支援し、

その振興を図ります。 

出雲農業３Ｆ事業、ひかわ元気農業支援事業については、

売れる米づくり、担い手対策、特産振興などを重点化し、よ

り効果的な運用を図ります。 

新規就農者対策については、青年就農給付金等の活用によ

り就農初期の負担軽減を図るほか、アグリビジネススクール

に退職後の就農をめざすシニア世代向けの講座を新設し、幅

広く担い手の育成に取り組みます。 

農業基盤整備については、ほ場整備事業による農地集積の

促進を継続します。また、宍道湖西岸地域における国営農地

整備事業の検討調査が新年度から開始される予定であり、国、

県とも連携を取りながら、国営事業の実施に向けた取組を推

進してまいります。 
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林業の振興については、市公有林に作業道を整備し、森林

の適正な管理に努めるとともに、林業３Ｆ事業やみんなでつ

くる出雲の森事業により、市民による森づくりを支援します。 

松枯れ対策では、樹幹注入と伐倒駆除による防除を引き続

き実施します。 

鳥獣被害対策については、県との連携等により捕獲を強化

するとともに、防護ネットや電気牧柵等の設置助成による被

害防止対策を推進します。 

水産業の振興については、漁業者グループによる後継者対

策や魚価向上の取組を支援するとともに、小伊津
こ い づ

アマダイ、

ヤマトシジミなどのブランド力の向上を図ります。 

また、漁港整備については、出雲市管理漁港長寿命化計画

を策定し、効率的な維持管理を行ってまいります。 

２．定住人口キープ１７万人プロジェクト 

第２に、本市に住み続けたい、住んでみたいと思っていた

だけるまちづくりを進める「定住人口キープ１７万人プロジェ

クト」についてであります。 

昨年１１月に、まち・ひと・しごと創生法が施行されまし

た。今こそ地方創生の大きなチャンスと捉え、新年度には、

本市の人口の将来推計をまとめた人口ビジョンと、人口減少

の課題解決につなげる出雲市総合戦略を策定してまいります。 

この戦略は、平成３１年度までの５年間の目標達成に必要
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な事業を盛り込むもので、今後、市議会や市民の代表からな

る推進会議を立ちあげ、市の総力を結集し、地方創生に取り

組みます。 

定住促進の取組としては、定住支援事業の拡充とシティセー

ルスを積極的に行ってまいります。 

住まいづくり助成事業については、子育て、介護を支え合

える近居世帯を対象に追加し、市内居住の定着化を図るとと

もに、過疎等の重点地域や子育て世代等のＵＩターン者への

支援を強化し、市外からの移住を促進します。 

ＵＩターン者の受入れに取り組む団体等と連携を深めなが

ら、雇用や住まいなどニーズの高い情報を効果的に提供し、

より一層の定住支援を行います。 

また、税制面の取組として、本市独自の新築住宅に対する

固定資産税課税免除制度の適用期間を２年延長し、地域経済

の活性化と定住促進を図ります。 

未婚化・晩婚化対策としての縁結びプロジェクト事業につ

いては、婚活支援や結婚支援者育成のセミナー等を開催する

とともに、若年層に向けた人生設計の講座を実施し、結婚へ

の意識醸成につなげてまいります。 

縁結び情報のシティセールスとしては、「ご縁ポスト」の活

用や漫画による出雲暮らしの紹介、出雲の魅力を全国から募

集する動画コンテストなどに取り組みます。 
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また、映画「たたら侍」の制作支援を契機とした映画の出

演者や関係者との連携により、若者らを惹きつける新たな魅

力の発信に取り組みます。 

ふるさと応援寄附についても、出雲の情報発信の機会と捉

え、積極的に取り組みます。 

次に、コミュニティ活動の推進についてであります。 

人口減少・超高齢社会にあって、地域機能の維持、発展に

は地域コミュニティ活動の一層の活性化が欠かせません。 

コミュニティセンターについては、市民の総合的な活動拠

点として、活用を一層促進してまいります。また、コミュニ

ティセンターの施設整備については、長寿命化を基本とする

リフレッシュ事業を新年度から開始します。 

さらに、地域の活力維持のため、自治会への加入促進の取

組を支援するとともに、少子高齢化、人口減少が著しい過疎

地域等では集落支援員や過疎地域支援専門員との連携を強化

し、コミュニティビジネスの創出などの取組を進めます。 

また、機能維持が困難となりつつある集落では、地域の活

性化に向けたワークショップ等の開催や集落応援隊の派遣を

行い、持続可能な地域づくりを支援してまいります。 

３．交流人口１，０００万人プロジェクト 

第３に、本市の豊かな歴史・文化・自然資源を最大限に生

かす「交流人口１，０００万人プロジェクト」についてであ
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ります。 

遷宮を契機として、引き続き多くの観光客に本市を訪れて

いただいており、観光地としての更なる魅力づくりとその発

信に努めてまいります。 

観光の中核である大社地域において、住民、事業者との連

携により、本年建立１００周年を迎える大鳥居や、文化財的

価値を柱に活用を進める旧ＪＲ大社駅などをテーマに、誘客

促進の仕掛けづくりと情報発信を行います。 

また、観光の情報発信として、平成２８年公開予定の映画

「縁
えにし

」の映像素材やキャラクターなどを活用したＰＲの充実

を図ります。 

さらに、観光客の周遊性を高めるため、二次交通の充実に

向けた効果的な方策を検討してまいります。 

宿泊数が減少する冬季の誘客対策として、旅行会社や市内

宿泊事業者等による旅行プランの造成を支援し、滞在力の向

上を図ります。 

新年度に法人化予定の出雲観光協会については、組織の機

能強化を支援し、関係者が一体となった観光振興事業を推進

します。 

文化財の保護・活用については、国が日本を世界に紹介す

るため新たに創設する「日本遺産」認定に向けて、出雲の歴

史・文化遺産をテーマに取り組んでまいります。また、新た
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な出雲ファンを呼び込むシンポジウムの開催など情報発信に

努めるとともに、出雲弥生の森博物館の開館５周年と荒神谷

博物館の開館１０周年を記念したイベントを実施します。 

埋蔵文化財については、斐川の古代道路遺構の保存調査や

田儀櫻井家たたら製鉄遺跡、越堂
こえどう

たたら跡の調査を進めると

ともに、鰐淵寺の国史跡指定をめざしてまいります。 

次に、広域連携についてであります。 

中海・宍道湖・大山圏域市長会については、各地域が有す

る特徴的な資源や優位性を有効活用するよう、更に連携を強

化し、観光、産業及び環境分野を柱とした各種事業に取り組

み、圏域の一体的な発展をめざします。 

また、大田市や出雲の國・斐伊川サミットを通じた雲南市、

奥出雲町、飯南町などとの様々な連携により、広域観光の情

報発信や文化交流等を推進します。 

国際交流については、市民団体による交流事業や青少年の

海外派遣事業に加え、外国人居住者や市民がともに理解を深

め、助け合う多文化共生の取組を支援します。 

次に、公共交通ネットワークについてであります。 

バス交通については、高齢者等の住民ニーズを考慮しつつ、

地域の実情や利用実態等も踏まえながら、各地域の運行協議

会と協議を進め、より多くの利用が見込まれる運行形態の整

備を図ってまいります。 



 

- 14 - 
 

一畑電車については、車両の更新などの基盤整備を中心に

支援を行い、事業者と協力しながら利用促進を図るとともに、

県、松江市と次期支援計画の策定に取り組みます。 

出雲縁結び空港については、空港周辺の環境に配慮しつつ、

引き続き機能強化を関係機関に働きかけてまいります。また、

１０年ぶりに運航が復活した名古屋路線をはじめとして、更

なる利用促進を図りながら、山陰の拠点空港として一層の利

便性向上に努めてまいります。 

このほか、山陰新幹線や中国横断新幹線の導入についても、

関係団体と連携しながら推進します。 

本年３月に全線開通する尾道松江線については、山陽・四

国方面との交流を促進する好機と捉え、観光や産業面での活

性化につなげてまいります。 

山陰道については、多伎朝山や出雲湖陵、湖陵多伎区間の

整備促進を国に強く働きかけてまいります。 

境港出雲道路については、関係する自治体などとの広域連

携のもと、整備促進をめざします。 

国道４３１号等の県管理国道や主要地方道出雲三刀屋線を

はじめとする県道についても、改良整備の促進を県に強く要

請してまいります。 

都市計画道路の整備については、出雲地域では、上成
じょうなり

新町
しんまち

線のほか２路線と県事業の出雲市駅前
えきまえ

矢尾
や び

線の整備を推進す
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るとともに、医大前
い だ い ま え

新町
しんまち

線４工区の事業に取り組みます。平

田地域では、元町
もとまち

中の島
な か の し ま

線と県事業の中町
なかまち

瑞穂
み ず ほ

大橋
おおはし

線の整備

を推進します。 

幹線市道については、第１次１０か年計画に基づき、２４

路線の道路改良を進め、そのうち７路線の新年度完成をめざ

します。 

生活道路や下水路については、第３次３か年計画に基づき、

引き続き改良整備を進めてまいります。 

また、昨年義務化された道路橋やトンネル等の道路構造物

の定期点検について、新年度から本格的に取り組んでまいり

ます。 

４．住みやすさＮo．１プロジェクト 

第４に、市民の皆様が安心して子どもを育て、働き、暮ら

せるまちづくりを進める「住みやすさＮo．１プロジェクト」

についてであります。 

  安全・安心 

まず、安全・安心のまちづくりについてであります。 

昨年の広島市での大規模土砂災害など、近年は異常気象に

よる災害がいつどこで発生してもおかしくない状況にあり、

引き続き防災・減災への取組を積極的に進めてまいります。 

災害に強いまちづくりについては、法改正に基づき見直し
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た避難所を周知するとともに、的確な避難行動を促すため、

防災ハザードマップを作成、全戸に配布し、安全対策と防災

意識の向上を図ります。 

緊急情報伝達システムについては、平田、大社、出雲地域

において第２期デジタル式防災行政無線を整備してまいりま

す。また、新たに出雲市防災メールシステムを構築し、迅速

な情報提供を図ります。さらに、各地区災害対策本部への防

災資機材の配備を促進し、地域防災力の強化に努めます。 

原子力防災対策については、島根原発の安全対策に、周辺

自治体の意見が反映されるよう国に法制度の創設を求めてい

くとともに、暫定措置として、中国電力に立地自治体と同様

な安全協定の締結を求めてまいります。また、出雲市原子力

安全顧問会議を新設し、専門的な立場からの助言を得てまい

ります。 

広域避難計画については、より実効性を高めるとともに、

避難訓練を通じて得た課題を抽出し、計画に反映させてまい

ります。 

市民生活の安全・安心については、空き家対策として、ワ

ンストップ窓口を設置し、問題や苦情に素早く対応するとと

もに、空き家の実態調査により台帳の整備を進めます。また、

通学路の安全対策として、市道への転落防止柵や防犯灯など

の整備に引き続き取り組みます。 
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消防救急体制については、平田地域の活動拠点である平田

消防署庁舎の整備を進めるとともに、救急救命士の処置拡大

に伴う人材育成に取り組み、救命率の向上に努めます。 

消防団については、安全装備の充実を図り、地域防災力を

高めてまいります。 

斐伊川・神戸川治水対策については、斐伊川の堤防改修や

宍道湖西岸堤防の整備の推進を国に強く要請してまいります。

内水排除対策としては、新内藤川、赤川をはじめとする県管

理河川の整備を県に強く働きかけてまいります。 

続いて、市民の健康を守る施策についてであります。 

子育て支援については、本年４月から開始する出雲市子ど

も・子育て支援事業計画に基づき、すべての子どもが等しく

質の高い保育・教育が受けられるよう環境整備を進めます。 

また、幼稚園では、中央幼稚園に加え今市幼稚園において

も、特別に支援を要する児童の受入れ枠を設け、特別支援教

育の充実に取り組みます。 

健康づくりについては、出雲市健康増進計画に基づき、健

康づくり推進員をはじめ、関係団体等と連携した活動の充実

を図ります。 

がん対策については、検診の受診率向上や予防活動に努め

ます。 

母子保健対策については、妊娠後に流産などを繰り返す不
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育症の方を対象とする治療費助成制度を創設するとともに、

不妊治療費の拡充にも取り組みます。また、幼少期からの親

子の愛着形成を促す親子のきずなはぐくみ事業を展開し、妊

娠、出産、子育てと切れ目なく支援してまいります。さらに、

子どもの発達支援の体制を強化するとともに、成長の段階に

応じて一貫した相談支援が提供できる体制づくりに努めてま

いります。 

障がい福祉については、市の障がい者計画等に基づき、障

がい者の自立と社会参加を促進するため、福祉サービスの充

実を図ります。 

生活保護受給者以外の生活困窮者の自立を促進するため、

総合相談窓口の設置などの支援事業を本年４月から本格的に

実施します。 

高齢者福祉については、自主的な運動習慣づくりや介護予

防を促進します。介護保険については、必要な介護サービ

ス基盤を計画的に整備するとともに、引き続き適正な保険運

営に努めてまいります。 

団塊の世代がすべて後期高齢者となる「２０２５年問題」

を見据え、在宅医療の推進、医療と介護の連携を図り、高齢

者が住み慣れた地域で適正な在宅医療・介護サービスを受け

られるよう取り組んでまいります。 

国が進める社会保障と税情報を一元的に管理するマイナン
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バー制度への対応については、本年１０月から全市民に個人

番号を通知し、平成２８年１月から希望者に番号カードの交

付を開始します。 

市立総合医療センターについては、高度急性期病院や地域

の医療機関、介護保険施設等と連携しながら、市民の生命と

健康を守る基幹病院として、救急医療等を提供し、患者の早

期の在宅復帰を支援するとともに、検診をはじめとした予防

医療の充実に努めてまいります。 

  人材育成 

次に、人材育成のまちづくりについてであります。 

教育行政については、新年度から教育委員会制度が新制度

に移行します。総合教育会議を通じて、教育の政治的中立性、

継続性、安定性を確保しつつ、教育委員会との連携を強化し

てまいります。  

小中学校の再編については、光、平田中学校の統合及び鵜
う

鷺
さぎ

、

日御碕、大社小学校の統合を行います。また、佐
さ

香
か

、久
く

多美
た み

小

学校の統合及び田
た

儀
ぎ

、岐
き

久
く

小学校の統合の準備とともに、そ

の他の関係地区の検討委員会と協議を進めてまいります。 

学校教育については、確かな学力を一人一人の児童生徒に

定着させることを重点項目の一つとして、昨年策定した出雲

市学力向上推進プランに基づき、教員の主体的な研究や学校

の特色ある取組を支援するなどの対策を進めてまいります。 
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また、インターネットトラブルに対する家庭を含めた啓発

活動などにより、児童生徒の基本的な生活習慣づくりに取り

組みます。 

不登校対策としては、中学校へ不登校相談員を配置すると

ともに、不登校対策指導員を増員し、家庭に閉じこもりがち

な児童生徒の支援を強化します。 

さらに、教員が学級集団の人間関係を的確に捉え、より良

い学級づくりを行うため、アンケートＱＵ調査の対象学年を

拡大し、良好な人間関係が保たれる学校づくりを進めます。 

また、急増する日本語指導の必要な児童生徒への支援など

の強化を図ってまいります。 

教育施設の整備については、学校施設整備・耐震化基本計

画に基づき、今市小学校校舎等の耐震化対策に取り組むとと

もに、佐田中学校、第三中学校や平田小学校屋内運動場の整

備を進めます。 

学校給食については、安全・安心な給食の提供や地産地消

を推進してまいります。 

出雲科学館では、小中学校理科学習や科学アカデミー事業

により、科学技術への関心と知識を高める人材育成に取り組

みます。 

青少年の育成・支援については、子ども・若者支援センター

を拠点に、悩みを抱える子ども・若者やその家族の相談、支
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援に取り組みます。 

放課後児童対策では、子ども・子育て支援新制度を踏まえ、

児童クラブ事業の充実を図り、放課後子ども教室と連携した

取組を推進します。 

生涯学習については、地域の課題解決や魅力の発見、地域

社会ニーズに対応した講座を開催し、市民の主体的な学びを

支援します。 

市民との協働については、市民団体やＮＰＯ法人等が市と

連携して行う活動への支援制度を新たに設け、協働によるま

ちづくりを推進します。 

図書館については、市内７館のネットワークを有効に活用

し、地域の読書活動の推進を図ります。 

芸術文化の振興については、出雲総合芸術文化祭等を開催

し、市民が多様で優れた芸術文化に触れる機会を提供します。 

スポーツの振興については、スポーツ推進基本計画を策定

するとともに、大型スポーツイベントの開催や、シティセー

ルスとして地元女子サッカーチームのプロスポーツ化の支援

などを行います。 

また、平成２８年に開催予定の全国高校総体柔道競技の開

催地指定を受け、実行委員会を立ちあげて、準備を進めてま

いります。 

男女共同参画については、ワーク・ライフ・バランスの推進
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やＤＶ防止の啓発などに重点的に取り組み、性別に関わりな

く、個性と能力を十分に発揮できるまちづくりを進めます。 

人権・同和教育については、同和問題をはじめとする様々

な人権問題の解決が図られるよう、教育、啓発に一層努めて

まいります。 

  環 境 

最後に、環境のまちづくりについてであります。 

国際保護鳥トキの分散飼育については、国から示された基

準により、トキの一般公開の検討に着手してまいります。 

また、希少な大型水鳥等多様な生物が生息する斐伊川水系

の自然環境については、その保全意識の高揚を図ります。 

環境施策については、市民、事業者と一体となり、ごみの

減量化や再資源化、省エネルギーの促進などに取り組みます。 

次期可燃ごみ処理施設の整備については、最終的な建設候

補地を決定し、地元説明など、施設建設に向けた合意形成に

努めてまいります。 

新エネルギーについては、国の動向を見据えつつ、木質バ

イオマスなど地域資源の活用を支援するとともに、水素エネ

ルギーの利活用に向けた検討などを積極的に進めてまいりま

す。 

上水道については、水の安定供給を図るため、新向
しんむこう

山
やま

系基

幹管路の整備を進めるとともに、向山
むこうやま

配水
はいすい

池
ち

などの再構築事
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業を開始します。 

簡易水道については、河下広域と鷺
さぎ

浦
うら

・猪目
い の め

の簡易水道の

上水道への統合整備事業を進め、美保
み ほ

と塩津
し お つ

の簡易水道の統

合事業に着手します。 

また、出雲市水道事業と斐川宍道水道企業団による２つの

給水体制のあり方については、将来の経営の安定化を見据え、

企業団議会の議論を踏まえ、引き続き協議を進めてまいりま

す。 

下水道については、公共下水道事業の計画的な推進や阿宮
あ ぐ

地区での農業集落排水事業の実施とともに、国のマニュアル

に基づき、出雲市汚水処理整備計画の見直しを行ってまいり

ます。 

 

Ⅴ 組織・機構の改革 

次に、組織・機構の改革については、多様化する住民ニー

ズへの対応や機動性を重視した機構改革を行うことといたし

ました。 

部の再編としては、斐川町との合併以降、更に多様化、広

範化する農業施策に的確に対応し、農林水産振興に積極的に

取り組むため「農林水産部」を新設します。 

また、新エネルギー、省エネルギー推進の取組について連

携を密にするため、環境と産業観光の部署を統合し、「経済環
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境部」とするとともに、文化環境部を「市民文化部」とし、

市民活動の支援や文化・スポーツの振興に努めてまいります。 

課の再編としては、子育て支援課を子ども政策の総合的な

推進を所管する「子ども政策課」と、幼稚園、保育所、認定

こども園等の業務を所管する「保育幼稚園課」に再編し、子

どもの育成施策の充実を図ります。また、不登校や支援の必

要な児童生徒が増加する中、「児童生徒支援課」を新設し、取

組を強化してまいります。 

 

Ⅵ 平成２７年度当初予算 

次に、平成２７年度当初予算については、限られた財源の

中で、創意工夫、選択と集中により、出雲未来図の推進と財

政の健全化をめざし、予算編成を行ったところであります。 
一般会計の総額は、７５７億７，０００万円で、平成２６

年度当初予算と比較すると３．８％の増であります。 
また、特別会計の総額は、５２２億２，７１５万円で、対

前年度６．３％の増であり、一般会計と特別会計の当初予算

総額では、１，２７９億９，７１５万円で、対前年度４．８％

の増であります。 
 

Ⅶ 結 び 

昨年１２月に発足した第３次安倍内閣では、地方の活力再
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生、人口減少の克服に取り組む地方創生や、景気を下支えす

る経済対策などが具体化されようとしています。 
本市でも、国が実施する施策、制度に素早く対応し、有効

に活用できるよう努めてまいります。国の平成２６年度補正

予算への対応についても、地方創生先行型事業の実施や地域

消費喚起を目的としたプレミアム付き商品券の発行など積極

的に取り組みます。 
一方、私たち自身も、自らの地域で予想される人口減少、

少子高齢化の進行による地域社会、経済への影響に危機意識

を持ちながらも、本市の恵まれた生活基盤、産業基盤を生か

した総合的な定住施策を進めてまいります。 
松下村塾で幕末・明治維新に活躍する多くの人材を育てた

吉田松陰は、「志定まれば、気さかんなり」、目標が定まり決

心がつけば、気力が自然にあふれてくるという意味の言葉を

残しています。私も出雲未来図のまちづくりの将来像「げん

き、やさしさ、しあわせあふれる 縁結びのまち 出雲」を我

が志とし、更に気力を充実させ、市政の運営に全力を尽くす

ことをお誓い申しあげ、新年度の施政方針といたします。 
 

平成２７年（２０１５）２月２０日 
 

             出雲市長 長 岡 秀 人 
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